
第１号様式（第11条、第13条、第14条関係）

事業者排出蕊闇''減計爾欝⑭霞更）画診

注】該当する□には、レ印を記入してください。特定Ilr業行以外で自主参加される１１F業荷の方は、レ印の記入は不要です。
２「基準年度」とは:}面期'111の前年度を、「日揮年度」とは計Hhi期1mの峻終年度をいいます。

３「耶業所罪俳Ul区分」とは戒榔府内の噸業所鱒の巾乗iWi動のためのエネルギーの桃lUに伴い発生する沮室効果ガスを、「輸送IIfFbj排111区分ｊとは自動車運送叩粟者につ
いては使用の本拠の位肚を京都府内とするH1[仏iの排11Iするi且寵効果ガスを、鉄道事業巷については係7丁する貨物噸阿又は旅客１１[両の排llけるi且室効果ガスを、「その他
排出区分」とは_'二妃以外の京郷府内における卵巣所等のvIr漢活動に伴い発生する沮宝効果ガスをいいます。

４「原1M位野たりのin菰効果ガス排111量等」の「川途Ⅸ分」には．○○１２場、珈務所などの川途を艇入してください｡「原]１t位の折標」には、分子の「二艦化炭無換算」
の下に分母となる折原（生産数砒、延べ床面積、上行距離沖）を記入してください｡

５「特記IIT頃」には、１２成２年度（１９９０年度）を鵬fIqとした排111鼓の対比や有エネ製IV1iⅡ1発など他行の温巍効果ガス排１１１削減へのIXi献、グリーン調達の孫ｊＩｌ、特定フ
ロンなどの条例折定外のM1室効果ガスの削減などを組入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務所
の所在地）

京都府城陽市平ﾉ||横道９３

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代表

者の氏名〕
株式会社山岡製作所代表取締役山岡祥二

事業者の主たる
業種 精密機械器具製造業

該当する事業者
要件

「京都府地球温峻化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キ
ロリットル以上））

「京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台
以上／タクシー150台以上／鉄道車両150両以上）

「京都府地球温暖化対策条例施行規則第１０条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化
炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 ２２年４月～２５年３月

基本方針
私たちは、自然との調和・地域社会との共生を考え、環境改善活動に取り組み、社会に貢献する。

推進体制 ＩＳＯ１４００１(JQA-EO322認証)の推進組織である「環境推進委員会」に代表取締役以下、役員、部課長が出席して目
標及び計画の達成確認などを通して継続的改善を推進。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 本社工場 宇治田原工場
取得年月日 1999年１月29日 1999年１月29日

年度ごとの具体
的な取組及び措
極の計画

年摩

平成２２～２４

平成２２

設備．対象一工程等

製造部門

営業部門

計画内容

コンプレッサー及びエアコンの櫛エネタイプヘの切り替え及び省エネ迩松でＣＯ２排111庇を5鮒ﾘ減する`，

術エネ１１[輔(ハイプリット車)にIUi次切り伴えてＣＯ２排出faを識削減する。

温室効果ガスの

排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

ｃその他排出区分

排出合計

目標設定の考え方

基準年度（実綴）

(２１）年度
(≦醸化炭素換算〕

目標年度（計画）

(２４）年度
(二鹸化炭素換算）

増減率
(計画）

894.8ｔ 850.0ｔ -5.0v６ 

ｔ ｔ ％ 

ｔ ｔ 
0,ノ
ノ０

＊】 894.8ｔ ＊２ 850.0ｔ -5.0リ６

=１２エネルギーの施力については効斗lUI，とムダ排除活Rb、社用４１はスマートドラプとうの省エネ越権に取組む。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出遼等

用途区分 原単位の指標

本社工場
一座E1IZl天引冒刊型向１

生産高

宇治田原工場
二酸化炭素換算

生産高

二酸化炭素換算

原単位の指標及び計画数値設定の
考え方

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画）

26140ｔ-CO2／億円 24.830ｔ-CO2／億円 -5.0％ 

47.510ｔ-CO2／億円 45.130ｔ-CO2／億円 －５．０％ 

船

各工場別の売上高を原単位として各々５％以上の温室効果ガス排出量の削減を目指す

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減還等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内塵の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力又
は熱の供給

グリーン電力の1MW入

家庭における温室効果ガス排出戯
の削減効果分の購入

削減壁等合計

目標年度（計画）

取組堂等 (二酸化炭素換算）

(砿伽mii積） hａ (吸収丘） ｔ 

(利jWHt） 【ｎＪ (削減且） ｔ 

(光赦丘） kwｈ (削減丘） ｔ 

(鮪供給lHk〕 GＪ (１９１ﾘ減量） ｔ 

(1111人fit） kwｈ (削減Bk） ｔ 

(IIH人趾） ｔ (削減趾） ｔ 

－一一一一一一一一一一一一＊３ｔ 
差引排出量

(排川合ｉｉ１－ﾛﾘ減等合計）

基準年度（実績）

＊Ｉ８９４．８ｔ 

目標年度（計画）
(●2）｛●3） 850.0ｔ 

増減率（計画）

-5.0シ６

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

地域主催のエコパートナーシップ活動への参画。

特記事項


